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                        独立行政法人環境再生保全機構 

                         

                        理事長 

１ 報告書をお読みいただく皆様へ 
 

１ 報告書をお読みいただく皆様へ  

 

独立行政法人環境再生保全機構は、環境事業団と公害健康被害補償予防協会の業務を引き継ぎ、

平成 16 年４月に設立され、法律で定められた環境の再生と保全のための各種業務を実施していま

す。 

 

昭和 30 年代から 40 年代の高度経済成長の過程で全国各地に大規模な公害問題が起こり、公害

防止施設の建設を推進する機関として、昭和 40 年に公害防止事業団（後の環境事業団）、健康被

害者の迅速な救済を図るため、昭和 49 年に公害健康被害補償協会（後の公害健康被害補償予防協

会）が設立されました。その後、環境問題の態様の変化に対応して、公害による健康被害を予防

するための事業や民間における環境保全活動を支援するための事業などにも取り組んできまし

た。さらに、平成 18 年からは新たに石綿健康被害救済業務を実施しています。 

 

 機構は、その業務自体が環境保全を目的としており、業務を適切に実施することにより環境保

全に貢献していると考えていますが、それだけに、業務の実施に当たっては、環境に対して格段

の配慮が必要です。経営理念・経営方針・職員行動指針に従い業務を遂行するとともに、平成 18

年には、さらなる環境への配慮を徹底するため、「環境配慮に関する基本方針」を策定し、あらゆ

る業務において環境配慮を実行するように努めています。 

 

 環境配慮促進法に基づき、昨年、機構としては初めての環境報告書を作成し公表しました。お

陰様で多くの方々にお読みいただき、貴重なご意見を頂戴いたしました。２回目となる今回の環

境報告書では、「より読みやすく分かりやすい」ものとなることを目指し、機構が実施している業

務の中から皆様の関心が高いと思われる次の２つをテーマに選び、「特集」として詳しく解説しま

した。ひとつは環境に配慮した自動車の運転方法である「エコドライブ」、もうひとつは約 40 年

間にわたって環境保全のための緑地を整備し、平成 18 年度をもって事業が完了した「緑地整備事

業」です。ご一読いただければ幸いです。 

 

 機構は、今後とも、環境分野の政策実施機関としての使命を果たしてまいります。我々の業務

と環境配慮の実績に対するご理解と今後の取組についてご助言・ご意見を賜れば幸甚に存じます。 

 

平成 19 年９月 
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平成16年４月１日 独立行政法人環境再生保全機構法 

（平成 15 年法律第 43 号）  
独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」とい

う。）は、「特殊法人等整理合理化計画」（平成 13 年 12

月 19 日閣議決定）に基づき、旧公害健康被害補償予防
協会及び旧環境事業団について、事業、組織の見直し
が行われ、新たに平成 16 年４月１日に設立された組織
です。 

設立年月日及び根拠法  
 公害に係る健康被害の補償及び予防、民間
団体が行う環境の保全に関する活動の支援、
ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理の円滑な
実施の支援、廃棄物最終処分場の維持管理積

立金の管理、石綿による健康被害の救済等の
業務を行うことにより、良好な環境の創出そ
の他の環境の保全を図ることを目的として
います。 

目 的 

 
 理事長 １名、理事 ３名、監事 ２名   職員数 154 名 

（平成 19 年３月 31 日現在） 

役職員の状況 

所在地 

 
 

業 務 名 業 務 の 内 容 

公害健康被害補償業務 
・公害健康被害の補償に必要な費用の一部をばい煙発生施設等設置者から徴収 

し、公害健康被害発生地域の県市区へ納付する業務 

公害健康被害予防事業 
・大気汚染による健康被害を予防するため、調査研究、知識の普及、研修事業と 

 地方公共団体が行う事業へ助成する事業 

地球環境基金事業 
・日本国内及び開発途上地域の環境保全に取り組む民間団体を支援するための助 

 成等の事業 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）

廃棄物処理基金業務 

・環境大臣が指定した処理事業者に対し、中小企業者等が保管するＰＣＢ廃棄 

物の速やかな処理を図るため、処理費用等を助成する業務 

維持管理積立金管理業務 ・廃棄物の最終処分場の維持管理に係る費用の管理業務 

石綿健康被害救済業務 ・石綿による指定疾病の認定と被認定者等に対する救済給付の支給業務 

建設譲渡事業 ・大気汚染対策緑地等を設置し、地方公共団体に譲渡する事業 

債権管理・回収業務 
・環境保全のために設置され、及び譲渡された施設等の割賦金債権又は貸付債権 

 の管理及び回収業務 

機構の業務の範囲 

２ 環境再生保全機構の概要 
 



 ３ 組織体制等 
 

 

 ３ 組織体制等 

上席審議役 

総 務 部 

経 理 部 

補償業務部 

予防事業部 

地球環境基金部 

石綿健康被害救済部 

事業管理部 

特命の業務に係る統括 

管理部門 

大阪支部 
公害健康被害補償業務の申告書審査 

石綿健康被害救済給付の申請受付 

理 事 長 理 事 

監 事 

（平成19年３月31日現在） 

富士建設事務所 静岡（富士）地区における緑地整備事業 

公害健康被害補償業務 

公害健康被害予防事業 

地球環境基金事業 

ポリ塩化ビフェニル(PCB)廃棄物処理基金業務 

維持管理積立金管理業務 

石綿健康被害救済業務 

建設譲渡事業 

債権管理・回収業務 

独立行政法人環境再生保全機構のあゆみ 
 

 昭和40年10月   公害防止事業団発足 

昭和49年 ９月   公害健康被害補償協会発足 

昭和62年10月   公害防止事業団に大気汚染対策緑地事業追加 

 昭和63年 ３月   公害健康被害補償協会を公害健康被害補償予防協会に名称変更 

            公害健康被害予防事業追加 

平成 ４年10月   公害防止事業団を環境事業団に名称変更 

          環境事業団に産業廃棄物処理施設・一体緑地事業追加 

平成 ５年 ５月   環境事業団に地球環境基金事業追加 

平成10年 ６月   環境事業団に維持管理積立金管理業務追加 

平成11年 ６月   環境事業団に地球温暖化対策緑地事業追加 

平成13年 ６月   環境事業団にＰＣＢ廃棄物処理事業及びＰＣＢ廃棄物処理基金業務追加 

平成16年 ４月   独立行政法人環境再生保全機構発足 

－公害健康被害補償予防協会の業務と環境事業団の業務の一部を統合－ 

平成18年 ３月   石綿健康被害救済業務追加 

 平成19年 ３月    建設譲渡事業の施設整備終了 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

４ 経営理念・経営方針・職員行動指針 

 

 
 
 
機構は、機構法に基づく業務を適切かつ着実に推進するとともに、独立行政法人に求められる自主

的・自律的な組織及び業務運営を行い、また、環境分野の政策実施機関としての役割と基本姿勢を明

らかにするため、経営理念、経営方針及び職員行動指針を平成 16 年に策定しました。 

環境分野の政策実施機関として、国内外からの様々な要請に応え、 

環境施策の一翼を担っていきます。 

経 営 理 念 

 私たちは、環境分野の政策実施機関として良好な環境の創出と保全に努め、地球規模で

対策が必要となる環境問題に対し、機構が有する能力や知見を活用して、国内外からの様々

な要請に応えることにより、真に環境施策の一翼を担う組織となることを目指します。 

経 営 方 針 

○ 良質なサービスを提供し、機構と関わりのある組織や人々との良好な信頼関係の構築 

を目指します。 

○ 公共性の見地から業務遂行の透明性を確保するとともに、組織と業務の効率的運営に 

努めます。 

○ 関係法令、規程等を厳正に遵守するとともに、常に環境に配慮しつつ業務を遂行し、 

社会の範となるよう努めます。 

○ 職員の業績や能力を適正に評価し、環境施策のエキスパートの育成を図り、活気のあ 

る職場の構築を目指します。 

職員行動指針 

《機構の使命を果たすための行動》 

○ 国の政策実施機関としての使命を自覚し、常に相手の立場を尊重して業務を遂行する

とともに、関係法令を遵守し、倫理観をもって行動します。 

○ 幅広い知識・技術の向上に努め、内外のニーズに的確に応えます。 

○ 常にコスト意識をもって計画的に業務を遂行します。 

《業務に取り組む姿勢》 

○ 業務に自主的に取り組み、最後まで責任を持って遂行するとともに、新たな課題に挑

戦します。 

○ 環境施策の一翼を担う組織の一員として、常に環境に配慮しつつ、業務を遂行します。 

○ 業務の効率性を高めることにより迅速かつ着実に業務を遂行し、明るく活気のある職

場環境を作ります。 

 



 
 

 
 

 機構は、主務大臣により指示を受けた「中期目標」（達成すべき業務運営の目標）を達成するための「中

期計画」を定め、業務を遂行しています。 

 現行の中期目標・中期計画は、平成 16 年４月から平成 21 年３月の５年間を対象としており、「業務運

営の効率化」として、一般管理費について平成 15 年度比で 15％を上回る削減を行うこと、「国民に対する

サービスの向上」として、公害健康被害の補償について適正・公平な徴収を図り必要な費用を確保するこ

と等を定めています。 

さらに、機構では、中期計画に基づき年度ごとに年度計画を策定し、業務を遂行しています。 

詳細については機構ホームページをご覧ください（http://koukai.erca.go.jp/rules/rules.html）。 

 ５ 環境配慮に関する基本方針 

環境配慮に関する基本方針 

 独立行政法人環境再生保全機構は、環境分野の政策実施機関として、良好な環境の創出その他の環

境の保全を図るため、あらゆる業務において、次に掲げる基本方針に従い、環境配慮を進める。 

 

（１）業務における環境配慮と環境保全の効果の向上 

業務の遂行に当たって、常に環境に配慮し、環境保全の効果の向上を目指し、継続的な改善に

努める。 

（２）法規制等の遵守と自主的取組の実施 

環境関連の法規制等を遵守するとともに、自主的取組を実施し、より一層の環境保全を図る。 

（３）環境への負荷の低減に係る目標の設定 

省エネルギー、省資源及び環境物品等の調達に関する目標を設定し、環境への負荷の低減を図

る。 

（４）日常活動における環境配慮 

全ての役職員の環境配慮に関する意識の向上を図り、業務遂行時はもちろんのこと、日常活動

においても、常に環境配慮に努めるようにする。 

（５）社会とのコミュニケーション 

社会と広く双方向のコミュニケーションを図り、情報開示に努める。 

 
 
 機構は、業務における環境配慮について、その具体的な取組のための基本的な方針を明らかにするため、

「環境配慮に関する基本方針」を平成 18 年に策定しました。 

 機構のあらゆる業務における環境配慮は、この基本方針に基づいて進めています。 

業務における環境配慮を徹底するため、「環境配慮に関する基本方針」を策定しました。 

５ 環境配慮に関する基本方針 
 

■中期目標と中期計画 

http://koukai.erca.go.jp/rules/rules.html




http://www.erca.go.jp/


http://www.eco-diag.necsoft.com/index.html


http://www.ecodrivejp.com/contest/










  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 特集２ 環境を保全するための緑地の整備 

 

 
                         
 機構の緑地整備事業は、①産業公害の防止、②大気汚染による公害の防止、③地球温暖化対策の推進、

④産業廃棄物の広域的な処理の推進等、環境保全対策上のための緑地を計画する地方公共団体からの申し

込みによって実施されます。事業に要する資金は、地方公共団体からの頭金、国土交通省からの補助金、 

公害健康被害予防基金からの助成金 
（大気汚染対策緑地の場合）と、残 
りは財務省からの長期・低利の財政 
投融資資金（長期・割賦で返済 平 
成 14 年度からは財政投融資資金及 
び財投機関債）から調達されます。 
また、地方公共団体からの割賦償還元
利金（割賦金）について総務省から特
別交付税が交付されます。 
なお、共同福利施設については、 
法律に基づく企業負担がありました。 

■ 緑 地 を 整 備 す る 仕 組 み 

                      

 

                     
                           

                            

財政投融資資金 

財務省 

国庫補助金 

国土交通省 

環境再生保全機構 地方公共団体 

助成金 

公害健康被害予防基金 

事業者（原因者） 

建設譲渡 

特別交付税 

総務省 

負担金 

割賦金 

                         これまで機構が実施してきた緑地整備事業は、 
                        その目的や用途によって４種類に分類されます。 

                        今回は、そのうち３種類の事業について、実際の 

                        事例を紹介いたします。 
共同福利施設 
（緩衝緑地） 
29地区 53 事業箇所 
1,119.5ha 

産業公害を防止するため、工場・事業
場地域と住宅地との間に緩衝緑地を整
備し、合わせて工場の従業員と地域住民
等の福利に資する施設を整備。（→P.15） 

地球温暖化対策 
緑地 
３地区 
３事業箇所 23.6ha 

廃棄物の最終処分場の埋立跡地、土壌
汚染地等有効な土地利用が望めない土
地を対象に地球温暖化対策の推進のた
めＣＯ２の吸収源となる緑地（都市公
園）として整備。（→P.16） 

大気汚染対策 
緑地 
９地区 
11 事業箇所 72.2ha 

旧公害健康被害補償法の第一種地域、
ＮＯx特別措置法の特定地域において、
樹木等の大気汚染浄化能力に着目した
緑地（都市公園）を整備。(→P.19) 

産業廃棄物処理 
施設・一体緑地 
１地区 
１事業箇所 10.5ha 

産業廃棄物の広域処理を推進するた
め、旧環境事業団が整備する一定規模以
上の処理能力を有する最終処分場と一
体となって、周辺又は跡地を緑地（都市
公園）として整備。 

                                                

■ 事 業 の 実 績 

環 境 再 生 保 全 機 構 の 緑 地 整 備 の 取 組 
「緑地」と一言で言っても、整備する目的や方法にはさまざまなものがあります。機構では、旧公害防

止事業団・環境事業団の時代から 40 年以上にわたり、地方公共団体からの要請を受けて、オーダーメー

ド方式で環境を保全するための緑地の整備を進めてきました。事業を開始した昭和 41 年度から平成 18 年

度までに、全国 42 地区（68 事業箇所）、総面積 1,226 ヘクタール（ha）の事業を実施しました。 

機構の緑地整備事業は、平成 18 年度をもってすべて終了しましたが、これまでに実施した事業を振り

返り、その成果を紹介します。 

 

 

 

 

緑地整備事業地区 

の位置 

凡  例 

 共同福利施設（緩衝緑地） 

 地球温暖化対策緑地 

 大気汚染対策緑地 

 産業廃棄物処理施設・ 

一体緑地 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

７ 特集２ 環境を保全するための緑地の整備 

 緑地事業の全体像～緑地タイプ別整備事例紹介～ 

 
 
 
 
 
 
 

 

この事業は、和歌山下津港の臨海工業地帯において、硫黄酸化物、降下ばいじん、騒音等による被害

を防止するために、第１期（湊地区、松江地区）、第２期（西松江地区）に引き続く第３期事業として、

工業地域と住居地域との間に共同福利施設を設置したものです。平成 12 年度に事業着手し、平成 16 年

度に 5.5 ヘクタールの緑地を完成させました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本緑地の整備に当たっては、計画段階で本事業に対する住民意向調査（アンケート）を実施し、設計

工事段階で地域住民等が参加した緑地検討会を開催しました。地域住民からは、「大気汚染防止などの緩

衝緑地機能を確保して欲しい」、「サクラの花見ができる芝生広場が欲しい」等の意見が出され、取り入

れながら整備しました。 

 また、松江地区（第１期事業）で地域の子供達がどんぐり拾いをして、２年かけて苗木に育て、本緑

地に植栽しました。 

 

 

 

 

 

■事業目的及び概要 ― 和歌山地区（第３期）共同福利施設 

  
共同福利施設は、工場・事業場地域と住宅地の間に緩衝緑地を整備して、周辺住民や工場の従業員な

ど地域の方を公害から守り、同時に福利に貢献できるよう整備された施設です。 

これまで、共同福利施設として、全国で 29地区の工業地帯で、1,119.5 ヘクタールの緩衝緑地を整備

しました。これらの事業のうち、平成 16 年度に機構が完成させた事業である和歌山地区（第３期）の

共同福利施設を実際の事業例として紹介します。 

 

 

開
園
直
前
の
写
真 

 

開
園
６
ヶ
月
後
の
写
真 

 

 

住民参加の緑地検討会 

地域住民等が参加した緑地検討会を設

置し、整備内容について検討いただきま

した。 

緑地断面図（説明板） 

緑地の考え方を知っていただくために、

説明板を設置しました。 

トンボ池とみんなの原っぱ 

地域住民の意見を取り入れ、桜の花見が

できる芝生広場を整備しました。 

枯山水の窪地 

雨水を集める窪地は、自然石を用いて周

辺の景観になじむよう配慮しました。 

 

① 「人の健康を守る緩衝緑地」～共同福利施設～ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

本緑地は、山形市街地より西へ４km 程離れたところに位置し、工場跡地の汚染土壌を処分した産業廃

棄物最終処分場の跡地及びその周辺地に造られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 12年度に事業着手し、平成 16 年度に 15.6 ヘクタールの緑地を完成させました。公園づくりに際

しては、市民の積極的な参加を得て、「みどり・ひと・いきものたちの環を育み、いつまでも市民が楽し

める公園」をコンセプトに整備しました。また、自然エネルギー（温泉）を活用した足湯の施設など、

特徴のある公園となっています。 

 

 
 

■事業目的及び概要 ― (1)山形地区地球温暖化対策緑地 

  
地球温暖化対策緑地は、廃棄物最終処分場の埋立跡地等有効な利用が望めない土地を対象に、地球温

暖化対策の観点から二酸化炭素の吸収源の確保と都市のヒートアイランド現象の緩和等の機能を有する

緑地として整備したものです。 

 これまで全国で３地区、23.6 ヘクタールの地球温暖化対策緑地を整備しました。そのうち、山形地区
と富山地区の事業例とともに、機構が提唱した「循環林」の考え方について紹介します。 

 

屋内多目的コート棟ソーラー発電 

建物の屋根にソーラー発電パネルを 

設置し、建物内に電気を供給してい 

ます。 

親水池の水を有効利用 

親水池で利用した水を夜間に樹木へ 

の散水等に利用しています。 

 

河川水引込による生物多様性の確保 

緑地内に河川水を引き込み、周辺生物 

生息環境との一体化を図っています。 

温泉による足湯 

温泉による足湯を整備し、自然エネ 

ルギーを有効活用しています。 
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② 「地球温暖化を防ぐために」～地球温暖化対策緑地～ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
 
 

  
 

 

 

 

 

 

 
 
本緑地は、富山市街地より北西へ４km程離れたところに位置し、一般家庭から排出されたゴミの焼却

灰を主に処分した一般廃棄物最終処分場の跡地及びその周辺地に造られました。 

平成 13 年度に事業着手し、平成 16 年度に 5.9 ヘクタールの緑地を完成させました。本緑地の整備に

当たっては、地域住民によるワークショップを開催し、基本計画の段階から地域住民の意見を取り入れ

て、豊かな緑、自然観察園、遊具、芝生広場、軽スポーツや散歩が楽しめる林間広場等を整備しました。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

■事業目的及び概要 ― (２)富山地区地球温暖化対策緑地 

７ 特集２ 環境を保全するための緑地の整備 

 

駐車場の芝ブロック舗装 

駐車場の駐車帯の舗装は緑の面積を増やすため、芝ブロックを
使用しています。 

屋根の雨水の有効活用 

パークセンターの屋根に降った雨水は貯水タンクに貯めて、周

辺の植物の散水に利用しています。 

 

雨水と井戸水を利用したビオトープ 

雨水の一部を池に貯留し、生物の生息空間として整備していま
す。休憩舎（中央奥）は、自然素材の茅葺屋根にしています。 

循環林の活用拠点の作業納屋（草屋根） 

木造在来工法の構造で、納屋上部は草屋根にし、トイレ上部は

採光と自然換気が行えるようにしています。 

 

 

生物が生息できる土留め擁壁 

コンクリート擁壁にせず、金網に小石等を詰めた壁面にして植

物や小動物が生息できようにしています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 樹木は、壮齢期に達すると光合成に

よるＣＯ２固定の効果が低下するため、

循環林では、植栽した樹木を育成管理

した後に伐採し、萌芽更新させたり、

樹高２～３ｍ程度のものを中心とした

幼齢木を植えたりします。また、発生

材は公園施設、木チップ、堆肥等に利

用します。 

 このサイクルを住民参加の自然観察

会等で体験することで、自然の循環を

学びます。 
 

 

 

 

 地球温暖化対策緑地で、実際にどのくらいのＣＯ２を固定しているかについて、研究例をもとに試算

してみました。 

 山形地区及び富山地区の緑地では、それぞれ年間 172.22t-CO2、81.88t-CO2となります。これは、それ

ぞれ 17 人分、８人分のＣＯ２排出量が吸収・固定される計算結果となります。 

（我が国１人あたりの排出量（平成 17年度）：10.12t-CO2/人・年で換算） 

 

■二酸化炭素の固定量の計算（基本設計報告書より） 

植生タイプ 純生産量 二酸化炭素換算 

針葉樹林（マツ、スギ、ヒノキなど） 14ｔ/ha・年 22.82t-CO2/ha・年 

常緑広葉樹林（クス、シラカシ、シイなど） 20ｔ/ha・年 32.60t-CO2/ha・年 

落葉広葉樹林（クヌギ、ケヤキ、ナラなど） 9ｔ/ha・年 14.67t-CO2/ha・年 

 

■山形地区地球温暖化対策緑地のＣＯ２固定量の試算（常緑広葉樹林：落葉広葉樹林＝3：7） 

 樹林地面積 8.59ha（緑地面積 15.6ha）のＣＯ２固定量＝１７２．２２t-CO2/年 

  

■富山地区地球温暖化対策緑地のＣＯ２固定量の試算(針葉樹林：常緑広葉樹林：落葉広葉樹林=1：6：3) 

 樹林地面積 3.12ha（緑地面積 5.9ha）のＣＯ２固定量＝８１．８８t-CO2/年 
  

■地球温暖化の防止と資源の有効利用を進める～「循環林」の考え方の提唱～ 

循循環環林林はは、、①①植植栽栽ししたた樹樹木木のの育育成成管管理理、、②②成成長長ししたた樹樹木木のの伐伐採採・・発発生生材材のの利利用用、、③③幼幼

齢齢木木のの植植樹樹ののササイイククルルをを繰繰りり返返しし、、継継続続的的ににＣＣＯＯ２２のの固固定定をを図図ろろううととすするるももののでですす。。循循環環

林林のの管管理理ににはは、、長長期期ににわわたたりり世世代代をを超超ええてて地地域域住住民民のの参参加加をを期期待待すするるももののでですす。。 

 

■地球温暖化対策緑地におけるＣＯ２吸収・固定の試算 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

富士市は、臨海部に立地する工場群の事業活動に起因する大気汚染による公害が著しく、旧公害健康

被害補償法に基づく第１種地域に指定されていました。また当該地域は、予想交通量が６万台／日にも

及ぶ第二東名自動車道の整備が予定されているなど、自動車排ガス等による大気汚染のおそれがあるた

め、その防止及び軽減と都市環境の改善・向上を図るため、緑地の設置を計画しました。 

 これを受けて平成 10年度に事業に着手し、計画・設計段階から事業終了までの間、地域の団体の長（区

長会、生涯学習推進会、花の会、ＰＴＡ会等）及び事業者からなる事業懇話会を設置して、ワークショッ

プ方式により地域住民の意見を反映させながら事業を進め、平成 18年度に完成させました。 

本緑地（富士西公園）は、富士市鷹岡・天間地

区に位置し、富士山を背景としたゆるやかな斜面  

地と、第二東名自動車道（事業実施中）の高架下 

区域に位置する緑地です。斜面地は、広がりを生 

かした芝生広場やウメやサクラを中心とした花木 

林、雑木林の中に広がる木製遊具などで構成され、 

多様なレクリエーションと憩いの場として活用さ 

れています。 

高架下区域は、スポーツコート等の施設や、遊 

具などを兼ね備えたプレイグラウンドなど、雨天 

時でも楽しめる活動空間として整備しました。 

                           

■事業目的及び概要 ― 静岡（富士）地区大気汚染対策緑地 

  
大気汚染対策緑地は、大気汚染が著しかったり、今後著しくなるおそれがある地域（旧公害健康被害

補償法の第一種地域、ＮＯｘ特別措置法の特定地域等）において、樹木の持つ大気汚染浄化機能に着目

し、大気の汚染による公害を防止するために整備した緑地です。 

 これまでに、全国で 11地区、72.2 ヘクタールの緑地を整備してきました。このうち、平成 18年度に

完成した静岡（富士）地区大気汚染対策緑地の事例を紹介します。 

調整池機能を有した芝生広場 

本緑地では芝生広場全体を窪地にし、降った雨水を一時的に貯留

する調整池機能を有した芝生広場としました。 

 

７ 特集２ 環境を保全するための緑地の整備  

                 

 

 

富士建設事務所では、平成 10年度より富士西公園

の用地交渉、施設施工や工程の管理とともに、計画・

設計段階から事業懇話会を立ち上げて施設完成まで

の間、地域との意見交換等を行い、またどんぐり植

樹を行うなど公園づくりを市民の方と協働し進めて

きました。 

平成 18 年度は第二東名高速自動車道高架下部分 

の駐車場、スポーツ広場、プレイグラウンドの整備を行いました。つる性植物による道路橋脚の壁面緑化、

駐車場の再生アスファルト舗装、地元産業である製紙の汚泥を使ったリサイクルブロック舗装、低騒音、

低排ガス機械による工事施工と、現場での環境配慮に努めてきました。 

 富士西公園からは、裾野が広がる雄大な富士山を仰ぎ、まぶしく光る駿河湾を見渡せる場所もあり、園

内にも溶岩台地や起伏のある多目的広場等、四季の変化も見られます。機会がありましたら是非訪れてい

ただきたいと思います。整備した富士西公園は富士市に引渡され、砂遊びやウォーキング、グラウンドゴ

ルフ等子供から大人まで沢山の方に利用されていると聞いており、この公園が、環境配慮の発信地となれ

ばと願っています。 

 

コラム（職員の声） 

富士西公園の事業に携わって 

 石綿健康被害救済部 坂本 重幸 
（元富士建設事務所所長） 

③ 「大気の汚染を浄化するための緑地」～大気汚染対策緑地～ 
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（５）Ｐ Ｃ Ｂ 廃 棄 物 処 理 基 金 業 務 

 機構では、大気汚染対策緑地等を設置し、地方公共団体に譲渡する建設譲渡事業を行っています。(平

成 18年度に施設整備を終了。) 

また、環境保全のために建設し、譲渡した施設(緑地整備関係建設事業、企業団地建設事業、産業廃棄

物処理施設建設事業)及び公害防止施設に対する貸付事業に係る債権の管理・回収業務を行っています。 

 

廃棄物最終処分場は、埋立が終わった後も環境に影響がない状態になるまでの一定期間、浸出する汚水

等の処理が必要なため、これに要する費用について、環境省令で定める最終処分場の設置者が「維持管理

積立金」として埋立期間中に機構に積み立てておくことが法律（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）に

より義務づけられています。機構は、廃棄物最終処分場の設置者が汚水等の処理を完了するまで、積み立

てられた維持管理積立金を預かり管理します。 

 

 

 

 「ＰＣＢ廃棄物処理基金業務」は、国、都道府県からの補助金と産業界等民間からの出えん金により造

成された「ＰＣＢ廃棄物処理基金」から環境大臣が指定したＰＣＢ廃棄物処理事業者に対し、中小企業者

等が保管するＰＣＢ廃棄物の処理費用の軽減及びＰＣＢ廃棄物を処理する際の周辺の環境状況の監視・測

定、安全性確保のための研究・研修等の促進を図ることを目的として助成を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （６）維持管理積立金管理業務 

 （７）建設譲渡事業及び債権管理・回収業務 

 ＰＣＢ廃棄物 

処理基金 



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 業務における環境配慮 

 

 

 機構では、日常業務の遂行に当たっての「環境配慮のための実行計画」を定めています。この計画に

基づいて、エネルギー及び資源の有効利用や節減等に努めています。実行計画では、当機構の業務が、

事務所におけるデスクワークが中心であることを踏まえ、事務所での電気使用量の削減やコピー等の用

紙使用量の削減といった項目について目標を定めています。 

 また、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（平成 12 年法律第 100 号）（通称「グリー

ン購入法」）に基づいて、「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定めています。この方針に基

づき、調達における数値目標（100％）を設定した上で、特定調達物品等の調達を行っています。また、

特定調達物品以外の調達においても、調達目標を定め、環境負荷の低減に努めています。 

       

 

■平成 18 年度環境配慮のための実行計画【抜粋】（平成 18 年４月１日） 

資料の作成に当たっては、極力簡潔なものとする。 

印刷やコピー枚数は必要最小限とする。 

ミスコピー等により不要となった片面コピーの紙類は、情報の漏洩に留意の上、

その裏面をメモ用紙等に再利用する。 

最終的に不要となった紙類は、分別回収ボックスに入れる。 

用紙類の使用量 

     の削減 

使用用紙量を適宜把握する。 

昼休みにパソコンの電源を切る。 

夏季においては、服装の軽装化の励行により適温確保を図る。 

冬季においては、暖房に頼り過ぎず働きやすく暖かい服装にすることにより適温

確保を図る。 

電気使用量の削減 

電気使用量を毎月把握する。 

受託業者に対する 

    働きかけ 

機構が発注する事業等については、適切な環境保全の取組がなされるように、 

入札時および発注時に必要な事項を盛り込む。 

用紙使用量：平成 16 年度を基本として４％削減する。 

電気使用量：平成 16 年度を基本として４％削減する。 

削減目標 

※ただし、新規事業部門におけるスペースを除いて算出するものとし、新規事業

部門における削減目標としては、平成 18 年度を基本年度とし初年度から削減

に努めることとする。 

 

平成 18 年度環境物品等の調達の推進を図るための方針については、紙類（コピー用紙等）、文具類（筆

記用具、のり、ファイル、封筒等）、機器類（椅子・机等）、ＯＡ機器、役務（印刷等）などを調達する

際の数値目標を 100％と設定し、環境負荷の低減に配慮した物品調達を行っています。 

 

 

（１）「環境配慮のための実行計画」と「環境物品等の調達の推進を図るための方針」
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（２）体 制 及 び 運 営 方 法 

 
 機構では、業務運営における環境配慮を推進するため、平成 18 年 10 月、理事長を委員長とする「環

境委員会」を設置し、①環境配慮のための実行計画、②環境物品等の調達、③環境報告書等に関して調

査審議し、より強固に取組を進めることとしました。この環境報告書も、環境委員会において検討を行っ

て作成しました。 

 

 ■「環境委員会」の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を展開していくに当たっては、「グリーン調達」推進体

制を定め、機構全体で環境物品の調達に努めています。また、「物品等の調達にあたっては従来考慮され

てきた価格や品質などに加え、環境負荷の低減が可能かどうかを考慮して調達する」旨の呼びかけを定

期的に行うことで、全職員等に環境配慮への意識付けも行っています。 

委員長 理事長 

委 員 理事、上席審議役、部長、総務部次長 

参 与 監事 

（事務局：総務部） 

                 

 

 

 総務部企画課では、機構の業務評価や内部監査、外部機 

関からの照会の対応などの業務を担当しています。機構の 

内部と外部と仲介する窓口のような仕事が多いので、それ 

ぞれの業務についての正確な知識はもちろん、それらを客 

観的に見る視点も必要とされるのですが、まだまだ勉強す 

ることが多くて大変です。また、いろんな書類を扱ってい  

るので、印刷するときは 1ページに複数ページ出力したり 

両面印刷したりなどでできるだけ紙を節約するように心がけています。機構の職員となってからは日常生

活でも環境について強く意識するようになり、ペットボトルやレジ袋をなるべく減らそうと水筒とエコ

バッグを持ち歩くようになりました。最近ではエコバッグなどのエコグッズの種類も増えてきています

し、好きなデザインのものを選んだりあるいはオリジナルのものをつくったりと、エコ活動を楽しんでい

ます。 

コラム（職員の声） 

環境保護は日常の意識から 

総務部  齋木 雅恵 



  

（３）省エネルギー等の活動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

   

機構では、昼休みや退出時における照明の自主的な部分消灯、夏季 28℃・冬季 20℃を基準とした冷暖

房の適切な温度設定、昼休みのパソコン電源オフ、昼休みや帰宅時におけるＦＡＸ機能のないプリンタ

又はコピー機の電源オフなど、職員一人ひとりが、日常的に身近な省エネルギー対策に取り組んでいま

す。 

この結果、平成 18 年度の本部における電気使用量については、新規に設置された石綿健康被害救済業

務部門を除くと基準年度（平成 16 年度）比４％の削減目標を達成しました。 

大阪支部については、平成 16 年度に 10,644kw/h だった電気使用量が、平成 18 年度では 26,860kw/h

と、152％の増となっておりますが、これは新たに開始された石綿健康被害救済業務に対応するため事務

所を移転したことによるものと思われ、平成 18 年度を基準として今後削減に努めることとしました。 

 

 

■電力使用量における環境目標の達成度 

目標項目 単位 
16 年度実績 

(基準年度) 
18 年度目標 18 年度実績

18年度実績 

(新規事業部門除) 
削減量 評価 

電力使用量 

（本部） 
Kw/h 282,803 

271,490 

（対 16 年度比

：4％削減） 

318,528 

（対 16 年度比

：12.63％増） 

269,167 

（対 16 年度比 

：4.82％削減） 

13,636 

●電気使用量の削減 

 

※  ･･････目標達成   ･･････目標未達成 

 

平成１６、１７、１８年度電気使用量の推移（千kw/h)

 

☹  
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用紙類については、資料の簡素化や両面コピーの推奨、ＬＡＮ活用による機構内の連絡における紙使

用の削減、保存書類の電子化推進などの対策を行いました。 

この結果、平成 18 年度の用紙の使用量については、本部では基準年度（平成 16 年度）比４％の削減

目標を達成しました。 

大阪支部については、平成 16 年度に 31,581 枚だったものが、平成 18 年度には 47,100 枚と、49％増

加する結果となりましたが、その要因は、新たに開始された石綿健康被害救済業務と思われます。 

■用紙使用量における環境目標の達成度 

目標項目 単位 
16 年度実績 

(基準年度) 
18 年度目標 18 年度実績 

18 年度実績 

(新規事業部門除) 
削減量 評価 

用紙使用量 

（本部） 
枚 1,862,142 

1,787,656 

（対 16 年度比

：4％削減） 

2,470,643 

（対 16 年度比

：32.68％増） 

1,572,136 

（対 16 年度比 

：15.57％削減） 

290,006  

※  ･････目標達成    ･･････目標未達成 ･

 

平成１６、１７、１８年度用紙使用量の推移（万枚)

51.0 50.8
46.9

37.0 35.3
38.7 36.1

31.9

49.6 49.0

40.4

22.3

22.8
23.6

6.6 21.1

49.6

0

10

20

30

40

70

80

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

50

60

 

（本部） 

 

○ 水道水使用量 

機構は、ミューザ川崎セントラルタワー等のビルの一部に事務所を構えているため、機構単独での水

道使用量の把握を行うことは出来ませんでしたが、本部のあるミューザ川崎セントラルタワーでは、

洗面所の水道は、手をかざしたときだけ水が出るようになっており、蛇口の開けっ放しによる無駄な

水の量が制限されています。また、職員一人ひとりも節水を心がけ、ビル全体の水の使用量削減に貢

献するよう、努めています。 

 

☹

 

  

●用紙類の使用量の削減 

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

新規事業部門

 



 
 

                

機構が入居しているビルでは、「ミックスペーパー」「再利用古紙」「ビン」「カン」等 10 種類の分別を

行っており、リサイクルの推進に貢献しています。 

  分別回収を徹底した結果、一般廃棄物の量が前年度と比較して 987kg から 363kg へと大幅に減少しま

した。ミックスペーパーや古紙、ビン・カン・ペットボトルなどの資源ゴミについては、今後も分別回

収の徹底を継続し、環境負荷の低減に努めていきます。 

  

平 成 １ ８ 年 度 　 主 な 廃 棄 物 計 量 の 推 移 （ K g )
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●分別回収の徹底 



  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 富士建設事務所は富士市役所内にあることから、富士市の地球温暖化防止対策実行計画に基づいた環

境配慮の取組を行いました。（建設譲渡事業の施設整備終了に伴い、富士建設事務所は平成 18 年度末に

廃止しました。） 

■「富士市地球温暖化防止対策実行計画」（第二次計画）の行動内容（抜粋） 

目 標 実 施 項 目 

勤務時間内の不使用時、昼休み時間は、ＯＡ機器の電源を切る。 

機器をＯＡタップに接続し、帰宅時は、支障の無い限り、待機電源を切る。 

勤務時間前、昼休み時間は消灯する。 

明るい時間帯は窓側照明を消灯する。 

計画的な事務執行に心がけ、ノー残業デーを設定し、夜間残業の削減に努める。 

施設での電気・ 

燃料使用量の削減 

上下３階以下の移動には、極力エレベーターを使用しない。 

２km 以内の現場には徒歩か自転車で行く。 

暖機運転はしない。（アイドリングストップ） 

空ふかし、急発進、急停車をしない。 

低燃費車を優先的に利用する。 

車両の燃料使用量 

及び走行距離の削減 

出張等にはできるだけバス・電車等の公共交通機関を利用する。 

水使用量の削減 手洗い、食器洗いの際は、水の流しっぱなしを止め、節水に努める。 

両面でのプリンタ出力、コピー、印刷を徹底する。 

コピー後は、必ずリセットし、コピーミスをなくす。 

会議資料・事務書類の簡素化を徹底する。 

文書の共有化を徹底する。 

紙の使用量の削減 

ファックス送信票は、できるだけ省略する。 

マイカップを使用し、紙コップなど使い捨て容器を使用しない。 廃棄物の減量・ 

再資源化 紙製品はできるだけリサイクルにまわす。 

富士建設事務所における取組 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                 

 

 
私は今年の３月まで、物品等の調達業務に携わ 

り、「国および国等による環境物品等の調達の推 

進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づいて、 

環境負荷の低い物品等の調達を行ってきました。          

時には、希望する調達物品が法律に適合しなか 

ったため、代替の適合する物品を調達したことも   

ありました。 

私個人としては、長時間パソコンを使用しない 

時には電源を必ずオフにする、ミスプリントした紙をメモ用紙として使用する、昼食時にはＭｙ箸を利 

用する、家庭では、洗濯する際には風呂場の水を使用する等、少しでも環境負荷の少ない生活を実行し 

ています。 

コラム（職員の声） 

身近なところから環境負荷を考える 

経理部 影山 武司 



 
 
 

（４）環 境 物 品 等 の 調 達 状 況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 平成 18 年度は、特定調達品目のうち、必要とする仕様を満たす対象物品が存在しない２品目を除き、

全ての品目において、調達方針に定めた目標を達成することができました。特に事務用封筒については、

調達方針が古紙配合率 40％以上に対して、古紙配合率 100％の製品を調達する等、基準を上回る製品の

調達に取り組みました。また調達方針に従い、ボールペン・蛍光ペン類における詰替式の購入の徹底や、

使用済みファイルの再利用、消耗品の一括購入など、環境配慮に努めています。 

 また、環境物品対象外の物品調達については、前年度に引き続き、ＯＡ機器の調達に当たって、より

消費電力の少ないものを購入するようにしました。それ以外の物品についても、エコマークの認定を受

けている製品など、より環境に配慮した製品を調達しました。 

 さらに、物品等の納入の際には、事業者の方に簡易包装をお願いするなど、グリーン購入や環境配慮

についての考え方が、機構内だけでなく関係機関等へも広がるような取組を継続しています。その他、

事業者の選定に当たっては、その規模に応じて、ISO14001 又は環境活動評価プログラム等により環境配

慮を行っている事業者や、環境報告書を作成している事業者を優先するなど、幅広い観点からグリーン

購入を推進しています。 

 

■代表的な品目におけるグリーン調達実施状況（平成 18 年度） 

分野 品目 総調達量 目標値 調達率 評価 

紙類 コピー用紙 15,705 kg 100％ 100％  

事務用封筒 46,410 枚 100％ 100％  

付箋紙  1,539 個 100％ 100％  文具類 

ファイリング用品  5,035 個 100％ 100％  

いす   69 脚 100％ 100％  
機器類 

机    18 台 100％ 100％  

ＯＡ機器 コピー機等     5 台 100％ 100％  

役務 印刷    17 件 100％ 100％  

※  ……目標達成    ……目標未達

 

全ての特定調達品目の調達状況については、機構ホームページ上で公表しています。 

（http://koukai.erca.go.jp/low22/low22.html） 

☹

  

  

  

  

  

  

  

  

平 成 18 年 度 の 調 達 状 況 
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 この環境報告書は、機構の各部より選出した編集委員からなる「環境報告書2007編集委員会」が中

心となって作成いたしました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
環環境境省省「「環環境境報報告告書書のの記記載載事事項項等等のの手手引引きき（（平平成成 1177 年年 1122 月月））」」対対照照表表  

「環境報告書の記載事項等の手引き」の項目 本報告書の該当ページ 
〔１〕事業活動に係る環境配慮の方針等 P5 

〔２〕主要な事業内容、対象とする事業年度等 P2～4、P6～11、P14～19、P22～24、P26～36 

〔３〕事業活動に係る環境配慮の計画 P37 

〔４〕事業活動に係る環境配慮の取組の体制等 P38 

〔５〕事業活動に係る環境配慮の取組の状況等 
① 総エネルギー投入量 P39（電気使用量の削減） 

② 総物質投入量 P40（用紙類の使用量の削減） 

③ 水資源投入量 P40（水道水使用量） 

④ 温室効果ガス等の大気への排出量 ― 

⑤ 化学物質の排出量・移動量 ― 

⑥ 総製品生産量又は総商品販売量 ― 

⑦ 廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量 P41（分別回収の徹底） 

⑧ 総排水量 ― 

⑨ 輸送に係る環境負荷の状況 ― 

⑩ グリーン購入・調達の状況 P43 

 

⑪ その他の環境配慮の取組 P42 

〔６〕製品・サービス等に係る環境配慮の情報 P25、P28 

〔７〕その他 

① コミュニケーション P12～13、P20～21、P46～48  
② 規制の遵守状況 P44～45 

 

環境報告書の作成にあたって 

■参照ガイドライン 
 ・環境省「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」 
 ・環境省「環境報告ガイドライン～持続可能な社会をめざして～（2007年版） 
 ・環境省「環境報告書の記載事項等の手引き」（平成17年 12月） 
■主な関連公表資料 
 ・独立行政法人環境再生保全機構ホームページ（ http://www.erca.go.jp/ ） 
 ・独立行政法人環境再生保全機構パンフレット 
 ・平成18年度業務実績報告書 
 上記資料は、独立行政法人環境再生保全機構ホームページからもご覧いただけます。 
■次回発行予定   平成20年９月 
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 本環境報告書の発行にあたり、記載内容の信頼性を高めるために、作成部署から独立した立場に 
ある監事（伊藤一秀、浅野一麿）による評価を実施いたしました。監事より示された意見は、以下の

とおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

自己評価結果 

独立行政法人環境再生保全機構「環境報告書 2007」への監事意見 

平成19年 9月 13日 
○伊藤監事の意見 

１．評価の視点 
「環境報告書2007」において、環境分野における政策実施機関である機構がどのような業務を 
実施しているかの情報の理解容易性及び業務の実施にあたっての環境配慮取組への適切性の観点 
から、評価を行いました。 
２．手続きの内容 
定期監事監査における業務監査を踏まえるとともに、環境省「環境報告書の信頼性を高めるた 
めの自己評価の手引き[改訂版]」を参考にして実施しました。 
３．評価結果 
１）環境保全を目的とする機構の各業務が図表を使い分かりやすく説明されていました。特集 
や関係者及び職員の声を載せることで、業務への一層の理解促進と分かりやすくしようという工 
夫が見られます。今後は、法律用語をわかり易くする工夫やさらに各業務の環境保全への貢献度 
などもわかるようなデータ掲載を期待します。 
２）業務の実施に当たっての環境配慮のための基本方針、取組体制、取組の経年実績値が示さ 
れ、適切に環境配慮への取組が行われています。社会的ニーズに対応して、情報の適正な管理な 
ど社会的取組の状況の記載が入りました。項目・情報･指標についてはまだ検討の余地はあります 
が、今後とも適切な情報提供を期待します。 
３）昨年に引き続き、職員が横断的に集まり、職員自身の手で環境報告書を作成したことは、 
機構及び各自の業務理解や環境問題の関連･広がりを知る上で有用と考えます。このような報告書 
作成の内部機能を今後とも重視するとともに、外部機能である社会とのコミュニケーションに、 
このツールのさらなる活用を期待します。 
 
○浅野監事の意見 

当機構は、旧環境事業団から引き継いだ緑地整備事業が、平成 18年度に完成した富士西公園を 
最後として終了したことに伴い、環境負荷に直接的な関連を持つ事務事業は、いわゆるデスクワ 
ークを除けば、保有する車両がないことも含めて、ほとんどない実情にあります。 
しかし、当機構は、環境問題に直接起因する公害健康被害補償業務及び予防事業、石綿による 
健康被害救済業務、また、地球環境基金等による環境保全活動を行う民間非営利団体に対する助 
成・振興事業等を主たる業務としています。このようなことからこの報告書は、それら環境問題 
と深い関係のある業務の実施状況について、環境負荷軽減にも最大限の配慮を払いつつ、着実な 
成果を上げていることを中心として記述されています。この点においていわゆる「環境報告書」 
とは趣を異にする面があることは否めないが、読者の皆様には、当機構が環境問題を直接担当す 
る国の機関であることをご理解の上、この報告書をお読みいただければ幸いであります。 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

私ども独立行政法人環境再生保全機構では、昨年に引き続き、構成・執筆からデザインま 
で、職員自身の手で環境報告書を作成し、公表しました。昨年の「環境報告書2006」につい 
ては、多くの皆様からご意見・ご感想をお寄せいただき、ありがとうございました。 
 この「環境報告書2007」の編集にあたっては、平成19年２月から９月までの間に、各部 

の職員から構成される「環境報告書2007編集委員会」を15回開催し、議論を重ねて作業を 

進めました。 

 今回の報告書では、「より読みやすく、より分かりやすい報告書」を目指し、写真・図表 
を多く使用し、また全体の分量を少なくして、可能なかぎり記載内容が見開きで完結するよ 
うに工夫しました。さらに、機構の業務の中から読者の皆様の関心が高いと思われるものを 
選び、改めて取材を行って、特集記事を作成しました。 
  また、外部の方とのコミュニケーションを図るように努めました。エコドライブ特集記事 
でインタビューに応じていただいた舘内端様と佐川急便株式会社の木下仁志様ならびに小槻 
博文様、緑地事業特集の座談会に参加いただいた平野侃三様と清水一雄様、職員の健康管理 
の取組に関するコラムを執筆いただいた産業医の髙田礼子様、ご多忙の中、環境報告書を読 
んでいただき、ご意見・ご感想をいただいた丸山學様と藤倉良様には、この場をお借りして 
改めて御礼申し上げます。 
  読者の皆様が、この報告書を通じて当機構の取組に少しでも関心を持っていただければ幸 
いです。ご意見・ご感想、あるいは機構の活動へのご提言など、皆様からのお声をお待ちし 
ております。 
                       「環境報告書2007」編集委員会 

                        委員長  能登 幹雄 

副委員長 柳橋 泰生 

                        委員   赤城 加洋  小林 大 

齋木 雅恵  佐藤 康夫 

                           白石 哲次  杉崎 浩和 

                            中村 真悟  西村 鮎美 

村岡 千秋  吉澤 境 
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2007年９月発行  

独立行政法人 環境再生保全機構 

■報告対象組織 
 本環境報告書は、独立行政法人環境再生保全機構の全組織の環境配慮の取組等について 
報告しています。 

本部 
〒212－8554 
神奈川県川崎市幸区大宮町1310番 
  ミューザ川崎セントラルタワー 

電話 
044－520－9501 

大阪支部 
〒530－0002 
大阪府大阪市北区曽根崎新地一丁目１番49号 06－6342－0780 

富士建設事務所 
〒417－8601 
静岡県富士市永田町一丁目100番富士市役所内 

※ 

※建設譲渡事業の施設整備終了に伴い、平成18年度末に富士建設事務所は廃止しました。 
■報告対象期間 
 平成18年度（平成18年４月～平成19年３月）についての取組を中心に掲載しました。 

 
環境報告書は、下記ホームページでもご覧いただけます。 
ホームページアドレス：http://www.erca.go.jp/ 

表紙イラスト：環境再生保全機構作成 
「健康管理カレンダー2007年」より 

 健康管理カレンダーは、ぜん息予防や早期の健康回復のた

めの健康管理に継続的に取り組んでもらうきっかけとすること等

を目的として作成され、地方公共団体が行う健康相談事業や機

能訓練事業等の参加者などに配布しています。 

 

http://www.erca.go.jp/



